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地域包括ケアシステムをめぐる背景 （１／２）

〇医学・医療技術の進歩と生活環境の改善による平均寿命の延伸

⇒健康寿命の延伸が課題

〇団塊の世代（※）が２０２５年（平成３７年）に７５歳以上

⇒国際的に例を見ない超高齢社会の到来。特に都市部で顕著。

〇高齢者数の増加に伴う認知症高齢者の増加

〇７５歳未満の高齢者の要介護認定率は低いが、その後、特に８０
歳以降で、年齢を増すごとに要介護認定率が急激に上昇する。

※第１次ベビーブームの１９４７年～１９４９年（昭和２２年～２４年）生まれの人
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地域包括ケアシステムをめぐる背景 （２／２）

〇高齢化が進む一方、生産年齢人口（15歳～64歳）は減少し、 空前
絶後の人口減少社会に突入

⇒「胴上げ型社会」から「肩車型社会」へ

・半世紀前 高齢者１人を現役世代９人で支える「胴上げ型」

・近年 高齢者１人を現役世代２～３人で支える「騎馬戦型」

・２０５０年 高齢者１人を現役世代１．２人で支える「肩車型」

〇家族構成の変化

⇒核家族化の進展による、単身高齢世帯・老々世帯の増加

〇ケアの「質」と「量」の変化に対応する新たな取組や、社会保障制
度改革の必要性

未曾有の超高齢社会の到来を見据えて

心身の状態が低下し、複数の疾病を抱えながらも、住み慣れた自
宅や地域で、生活が継続できるような社会・仕組みを実現する。

基本的な考え方

このためには

これまでのような「病院完結型の治す医療」から「地域完結型の治
し・支える医療」にシフトし、医療だけではなく、看護、介護、福祉・生
活支援などを含めた必要なケアが、地域において一体的に提供され
る仕組みが必要。
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高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、重度な要介護
状態となっても、可能な限り住み慣れた地域で生活を継続することができ
るような包括的な支援・サービス提供を行うための仕組み・体制のこと

そのための仕組みが「地域包括ケアシステム」

地域包括ケアシステムとは

【地域包括ケアシステムの構成要素】

「本人・家族の選択と心構え」を土台として、

「介護」、「医療」、「予防」という専門的なサービスと、

その前提としての「住まい」と「生活支援・福祉サービス」が相互に関係し、

連携しながら在宅の生活を支えている。

「暮らしやすい地域づくり」のための仕組み

厚生労働省「税と社会保障改革の全体像」から抜粋
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厚生労働省「税と社会保障改革の全体像」から抜粋

地域包括ケアシステムは、日本独自の考え方ではなく、諸外国で
進められている、「community-care」や「integrated-care」などと同様の
取組であると考えられる。

「地域包括ケアシステム」の言葉の意味

「包括」というのは「統合」のことであり、「統合」とは、複数の諸要素
が一定の方式に従って相互に結合し、秩序とまとまりをもった全体を
形成する作用を指す（世界大百科事典第２版より）。

「地域包括ケアシステム」とは、「地域内に様々あるケアが一つの
同じ方向に向かって繋がる仕組み」であるといえる。

この「一つの同じ方向」が、「誰もが可能な限り住み慣れた地域で
暮らし続けられるような地域社会を実現する」ということ。
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「地域包括ケアシステム」の構成要素 （１／２）

【生活支援・福祉サービス】
心身の能力の低下、経済的理由、家族関係の変化などでも尊厳ある
生活が継続できるよう生活支援を行う。

生活支援には、食事の準備など、サービス化できる支援から、近隣住
民の声かけや見守りなどのインフォーマルな支援まで幅広く、担い手も
多様。生活困窮者などには、福祉サービスとしての提供もある。

【すまいとすまい方】
生活の基盤として必要な住まいが整備され、本人の希望と経済力
にかなった住まい方が確保されていることが地域包括ケアシステム
の前提。高齢者のプライバシーと尊厳が十分に守られた住環境が
必要。

【本人・家族の選択と心構え】
単身・高齢者のみ世帯が主流になる中で、在宅生活を選択することの
意味を、本人家族が理解し、そのための心構えを持つことが重要。

【介護・医療・予防】
生活支援に個々人の抱える課題にあわせて「介護･リハビリテーシ
ョン」「医療・看護」「保健・予防」が専門職によって提供される（有機
的に連携し、一体的に提供）。ケアマネジメントに基づき、必要に応じ
て生活支援と一体的に提供。

「地域包括ケアシステム」の構成要素 （２／２）
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地域包括ケアシステムを構築するための
「多様な主体」について （１／２）

地域包括ケアシステムを構築するためには、行政だけではなく、事
業者や町内会・自治会などの地縁組織、地域・ボランティア団体、住
民など、地域内の多様な主体による適切な役割分担が重要。

この「多様な主体」は、「自助・共助・公助」と表現されることもある
が、地域包括ケアシステムの考え方の中では、費用負担の面から、
「自助・互助・共助・公助」と区分されている。

「自助」．．．自らの活動により、自らの生活や健康を維持すること

「互助」．．．地縁組織やボランティア等のインフォーマルなサポート
による助け合い

「共助」．．．医療保険や介護保険のような社会保険を介して提供
されるサービス

「公助」．．．主に税負担により提供される行政が担う社会福祉等

地域包括ケアシステムを構築するための
「多様な主体」について （２／２）
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地域包括ケアシステムを構築するために

地域内の多様な主体が適切に役割分担し、各主体間の緊密な連
携を図るためには、川崎市としての基本的な考え方が地域全体で共
有されることが必要。

【目的】

川崎市としての基本的な考え方が地域全体で共有され、地域包括
ケアシステムを支える各主体の具体的な行動につなげていくことを
目指し、専任組織を創設し、個別計画の上位概念となる推進ビジョ
ンを策定

「地域包括ケア推進室」の創設

川崎市の取組

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム
推進ビジョン」の策定

【基本理念】

川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築によ
る、誰もが住み慣れた地域や本人が望む場で安心して
暮らし続けることができる地域の実現

【基本的な５つの視点】

視点①：「意識の醸成」
視点②：「住まいと住まい方」
視点③：「多様な主体の活躍」
視点④：「一体的なケアの提供」
視点⑤：「地域マネジメント」

（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン
（素案）
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【基本的な視点と具体的な取組に向けた考え方】

視点①：「意識の醸成」
地域における「ケア」への理解の共有と
セルフケアの意識の醸成

(1)  地域における「ケア」への理解の共有と共生意識の醸成

(2)  セルフケア意識の醸成

視点①：「意識の醸成」
地域における「ケア」への理解の共有と
セルフケアの意識の醸成

◆誰もが、「自立した生活」と「尊厳の保持」を実現することのできる地域を

目指すため、地域全体が互いの生活への理解を深め、「共生の意識」を醸
成し、人々の多様な在り方を認め合える「全員参加型の社会」を築いていく
ことが必要である。

◆全ての地域住民には、住み慣れた地域や本人が望む場での生活の継

続に向けて、その健康状態・生活機能を維持・向上させるための自発的な
努力（セルフケア）が求められる。
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視点②：「住まいと住まい方」
安心して暮らせる「住まいと住まい方」の実現

(1) 「まちづくり」に関する方針の共有

(2) 生活基盤としての「住まい」の確保と
自らのライフスタイルに合った「住まい方」の実現

視点②：「住まいと住まい方」
安心して暮らせる「住まいと住まい方」の実現

◆「まちづくり」についての市としての考え方を、地域全体で共有するとと

もに、ケアのあり方を視野に入れた「まちづくり」を、統一された方針のも
とに共同で進めていくことが求められる。

◆ 「住まい方」に深く関わる「地域コミュニティ」の再構築に向けては、地

域の子どもから障害者、高齢者の方まで、全ての地域住民の交流機会
の創出などを通じて、地域における「顔の見える関係」を構築していくこと
が求められる。
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視点③：「多様な主体の活躍」
多様な主体の活躍による、よりよいケアの実現

(1) 「助け合いの仕組み」に基づく、適切なケアの提供

(2)  個人や地域の多様性に対応するための地域資源の創出

(3)  適切な役割分担に基づいた、専門職による高い専門性
の発揮

視点③：「多様な主体の活躍」
多様な主体の活躍による、よりよいケアの実現

◆「ケアの多様性」に対応しながら、「自助」「互助」「共助」「公助」の多様な

主体を、各々の特徴を活かしながら柔軟に組み合わせていくことが重要で
あり、このような地域における「助け合い」の仕組みを、広く整備・機能させ
ていくことが求められる。

◆特に、本市が有する豊富な「ボランティア活動」や「民間資源」の活躍を
推進していくことは不可欠な要素。

◆ 「多様な主体」の活躍と、適時適切な役割分担を実現していくことが求め
られる。

10



視点④：「一体的なケアの提供」
多職種が連携した一体的なケアの提供による、
自立した生活と尊厳の保持の実現

(1) 多職種連携による切れ目のないケアの提供

(2) 必要な機能に着目した適切なケアマネジメントの実現

視点④：「一体的なケアの提供」
多職種が連携した一体的なケアの提供による、
自立した生活と尊厳の保持の実現

◆今後の高齢化とそれに伴う疾病構造の変化により重要性が増す在宅

療養は、医療のみによって支えられるものではなく、介護・看護・福祉・生
活支援など、多職種が「顔の見える関係」を構築し、包括的・継続的なケ
アの提供を実現していくことが求められる。

◆さらに、これらの多職種によるケアが、本人の自立や自己実現を支援

するものとしてその機能を発揮するためには、本人や家族の要望に単純
に応えるのではなく、真のニーズを満たすために必要となる手段を、専門
職としての立場から適切に提案していくことが求められる。
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視点⑤：「地域マネジメント」
地域全体における目標の共有と地域包括ケアを
マネジメントするための仕組みの構築

(1) 地域全体における目標・基本方針の共有

(2) 地域包括ケアをマネジメントするための仕組みの構築

視点⑤：「地域マネジメント」
地域全体における目標の共有と地域包括ケアを
マネジメントするための仕組みの構築

◆地域マネジメントは、主に行政に強く期待される役割であり、地域の目
標を地域全体で共有しながら、個々の活動が1つの目標に向かって機能
するための仕組を構築することが求められる。

◆本市における「地域マネジメント」のための仕組みの構築に際しては、
「全市レベル」と「行政区レベル」の2層により構成される、階層的なマネジ
メント体制を構築することなどが想定される。
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川崎市の地域包括ケアシステムの構築に向けては、次のと
おり整理した「川崎らしい」特徴を踏まえて、地域住民のニー
ズである「ケアが必要になった場合でも、家族に負担をかけ
ずに自宅で暮らしたい」という思いを実現するための基盤とし
ての、地域包括ケアシステムの構築を推進していく。

①「若い都市」であること

②「様々な資源を基盤としたケアを行うことが可能な地域」であること

③「多様な地域と個人によって構成されるコンパクトな都市」であること
など

川崎らしさとは

川崎らしい都市型の
地域包括ケアシステムの構築に向けて

大都市の中で平均年齢が最も若く、高齢化率は平成２６年
４月１日現在で、国の２５．６％に対し１８．４％と、比較的若い
都市であるといえる。

また、日本全体で人口の減少が顕在化する中、川崎市は依
然として若い世代を中心とした人口の流入と高い出生率を維
持しており、2030年（平成42年）までは引き続き人口の増加が
続くものと見込まれる。

【若い都市】
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市内には、高齢者や障害者を支えるボランティア団体など
の活動が活発な地域があること、あるいは、福祉・介護産
業の振興と育成を図るウェルフェアイノベーションや、先端
医療の推進と健康長寿社会の実現を目指すライフイノベー
ションなど、これまで培ってきた技術や、研究の集積や連携
といった多様な社会資源を有している。

【様々な資源を基盤としたケアを行うことが可能な地域】

政令指定都市の中では最も面積が狭く、多摩川を挟んだ北
に東京都、南に横浜市という、２大都市に隣接をした細長い
地形をしていることから、市域を横断して、東京を中心とした
放射状の交通網が発達し、また、東京都区部及び大阪市に
次ぐ人口密度の高い過密都市となっている。

このような地理的条件や交通事情のほか、南部（臨海部）の
工業・産業地域と中部（内陸部）および北部（丘陵部）の住宅
地域という、性格が大きく異なる地域から成るとともに、急激
な人口の社会増とそれに伴う新興の住民の増加、外国人と
の共生など、「多様な地域と個人によって構成されたコンパク
トな都市」である。

【多様な地域と個人によって構成されるコンパクトな都市】
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【川崎市における地域包括ケアシステムの対象】

地域包括ケアシステムを効果的に構築していくためには、児童
期・若年期からの意識の醸成や健康づくり、介護予防など健康寿
命延伸のための取組や、要介護状態が重度化しても住み慣れた
地域や自らの望む場で暮らし続けられるような取組など、「ライフ
ステージにおける切れ目ない継続的な取組」が重要

高齢者をはじめ、障害者や子ども、子育て世帯などに加え、
現時点で他者からのケアを必要としない方々を含めた「すべ
ての地域住民」を対象として、地域包括ケアシステムの構築
を推進する。

このため、川崎市では、

（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン
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関連個別計画の上位概念として位置づけ、各計画のサイクルをス
テップとして、段階的に、具体的な施策・事業の展開を図っていく。

【推進ビジョンと関連個別計画との関係図】
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【ロードマップ】

第１段階 2018年（平成30年）3月末まで ～土台づくり～

第２段階 2025年（平成37年）まで ～地域包括ケアシステムの目標年次～

第３段階 地域包括ケアシステムの更なる進化 ～時代や社会状況に応じた取組～

そして
更なる進化へ

ホップ
ステップ

ジャンプ

平成30年度
2018年度

平成37年
2025年

第１段階 第２段階 第３段階

第１段階 2018年（平成30年）3月末まで ～土台づくり～

川崎市では、新総合計画や、推進ビジョンを上位概念としている関連
個別計画の多くが、2018年度（平成30年度）に改定・見直しの時期を迎
えることから、川崎市にとっては大きな節目の年となる。

この段階では、市域における推進ビジョンの考え方の共有を進めるとと
もに、行政および事業者、関係団体・機関などの専門組織は、必要な資
源・体制・手法等について検討し、それを明確化した上で、推進ビジョン
を踏まえた、具体的な事業展開が図られるよう、ケアシステムの構築に
向けた土台づくりを行う。
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第２段階 2025年（平成37年）まで ～地域包括ケアシステムの目標年次～

川崎市の将来人口推計では、総人口のピークは2030年（平成42年）、
高齢者人口のピークは2050年（平成62年）であることから、2025年（平成
37年）は、川崎市においては通過点といえる。
この段階では、地域において、将来的なあるべき姿についての合意形
成がなされ、行政や、事業者、地縁組織、地域・ボランティア団体、住民
などの各主体が、それぞれの役割に応じた具体的な行動が行えるように
なることを目指す。

第３段階 地域包括ケアシステムの更なる進化
～時代や社会状況に応じた取組～

地域包括ケアシステムに「完成」はないことから、「誰もが住み慣れた
地域や自らの望む場で安心して暮らし続けることができる地域の実現」
を目指し、時代や社会状況に応じて、常に進化した取組を進めていく。
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【各主体に期待される役割】

誰もが安心して暮らし続けることができるようにするためには、地域の
実状に応じた適切な「地域包括ケアシステム」の構築を推進していくこと
が求められている。

このため、地域包括ケアシステムの構築にあたっては、行政だけでは
なく、事業者や地縁組織、地域・ボランティア団体、住民など地域内の多
様な主体の取組が求められるとともに、主体間の緊密な連携が求めら
れる。

【市民】

【事業者、関係団体・機関】
【行政】

地域社会は、その地域に住む住民が主体的に作り上げて
いくものであり、住民一人ひとりが地域におけるそれぞれの
役割を担うという意識を持って、地域特性に応じた取組みを
進めていくことが重要。

《市民》

18



地域では、コミュニティ・レベルで、多様な主体により、生活
を支えるための24時間・365日の切れ目ないサービス提供が
必要であり、特に、専門的なサービスについては、事業者や、
関係団体・機関が、積極的に取り組んでいくことが望まれる。

《事業者、関係団体・機関》

住民に最も身近な基礎自治体として、川崎市は、今後、更
に、地域包括ケアシステムの推進において中心的な役割を
担うことが必要。

全市的には、財政面や技術面から効果的な施策展開を進
めながら、行政区の単位では、地域ごとに、人口構造や社会
資源等の状況も異なることから、地域における課題やサービ
ス等の需要を把握し、分析をしながら、その地域に適した仕
組みを検討し、施策を展開していくことが重要。

《行政》

19
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【資料編】

川崎市の状況

・人 口 1,436,633人 (H26,4,1現在)
・高齢化率 18.4% (同上) ※住民基本台帳ベース

・要介護等認定者 45,801人(H26,4,1現在)
・地域包括支援センター ４９か所

・障害者相談支援センター ２８か所（基幹型７箇所・地域型２１箇所）
21



川崎市の状況

【大都市比較から見た川崎市】
※20政令市と東京都区部から構成される２１大都市間比較

・人口密度 9,970人/km² ※東京都区部及び大阪市に次ぐ過密都市
・人口増加比率 0.61％
・出生率 1.01（平均0.87）
・自然増加率 0.33（平均△0.00）
・死亡率 0.68（平均0.87）
・平均年齢 41.5歳（平均43.9歳）
・生産年齢人口割合 70.0（平均65.7）
・老年人口割合 16.8（平均21.2）

※第４位
※最高位
※最高位
※最低位
※最高位
※最高位
※最低位

（最も若い都市）

（元気な都市）

「平成２４年版 大都市比較統計年表から見た川崎市」

川崎市の将来人口推計 ～年齢３区分別人口～

「新たな総合計画策定に向けた将来人口推計」

（万人）

・総人口のピーク【2030年】
・老年人口のピーク【2050年】
・生産年齢人口のピーク【2025年】
・年少人口のピーク【2015年】
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【区別】 川崎区の将来人口推計 ～年齢３区分別人口～

・総人口のピーク【2025年】
・老年人口のピーク【2055年】
・生産年齢人口のピーク【2010年】
・年少人口のピーク【2015年】

（万人）

「新たな総合計画策定に向けた将来人口推計」

【区別】 幸区の将来人口推計 ～年齢３区分別人口～

・総人口のピーク【2030年】
・老年人口のピーク【2050年】
・生産年齢人口のピーク【2030年】
・年少人口のピーク【2015年】

（万人）

「新たな総合計画策定に向けた将来人口推計」
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【区別】 中原区の将来人口推計 ～年齢３区分別人口～

・総人口のピーク【2035年】
・老年人口のピーク【2055年】
・生産年齢人口のピーク【2025年】
・年少人口のピーク【2020年】

（万人）

「新たな総合計画策定に向けた将来人口推計」

【区別】 高津区の将来人口推計 ～年齢３区分別人口～
（万人）

・総人口のピーク【2035年】
・老年人口のピーク【2050年】
・生産年齢人口のピーク【2030年】
・年少人口のピーク【2015年】「新たな総合計画策定に向けた将来人口推計」
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【区別】 宮前区の将来人口推計 ～年齢３区分別人口～
（万人）

・総人口のピーク【2030年】
・老年人口のピーク【2045年】
・生産年齢人口のピーク【2010年】
・年少人口のピーク【2010年】「新たな総合計画策定に向けた将来人口推計」

【区別】 多摩区の将来人口推計 ～年齢３区分別人口～
（万人）

・総人口のピーク【2015年】
・老年人口のピーク【2055年】
・生産年齢人口のピーク【2010年】
・年少人口のピーク【2010年】「新たな総合計画策定に向けた将来人口推計」
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【区別】 麻生区の将来人口推計 ～年齢３区分別人口～
（万人）

・総人口のピーク【2030年】
・老年人口のピーク【2045年】
・生産年齢人口のピーク【2010年】
・年少人口のピーク【2015年】「新たな総合計画策定に向けた将来人口推計」

要介護認定者数の推移（2号被保険者含む）

3,370 3,732 4,367 5,252 5,948 6,583 6,828 6,8333,825 4,384 4,338 4,209 4,374 5,104 5,506 5,6807,171 6,686 7,079 7,649 8,289 9,380 9,793 9,9096,111 6,339 6,303 6,424 6,753
7,125 7,552 7,712

5,290 5,489 5,471 5,174 5,048
5,213 5,355 5,508

4,080 4,083 4,334 4,661 4,818
5,011 5,328 5,461

3,748 3,628 3,855 4,235
4,530

4,577
4,734 4,698

33,595 34,341 35,747 37,604
39,760

42,993
45,096 45,801

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」
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要介護認定者数の推移（H20=100）（2号被保険者含む）

100

80

100

120

140

160

180

200

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

要支援１

要介護１

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」

2,091 2,134 2,179 2,184 2,184 2,185 2,196
2,530 2,664 2,757 2,793 2,886 2,930 2,992
375 391 403 423 434 433 449

16,463 16,979 17,491 17,840 18,377 18,778 19,301

8,588 8,974 9,323 9,663 10,112 10,436 10,889
30,047 31,142 32,153 32,903 33,993 34,762 35,827

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（人）

視覚障害 聴覚平衡障害 音声・言語・そしゃく機能障害 肢体不自由 内部障害

身体障害者・児数の推移（各年度末時点）

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」
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知的障害者数・児数の推移（各年度末時点）

4,143 4,306 4,376 4,587 4,815 5,066 5,530

1,955 2,119 2,427 2,613 2,727 2,801
2,6686,098 6,425

6,803
7,200 7,542 7,867 8,198

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（人）

18歳以上 18歳未満

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」

精神障害者数の推移（各年度末時点）

4,996 5,602 6,081
6,856 7,569 8,188 8,628

12,092 12,467
13,508

15,273
16,255

17,412

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（人）

精神障害者保健福祉手帳所持者数（左軸） 自立支援医療受給者数（右軸）

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」
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精神障害者数の推移（各年度末時点）

4,996 5,602 6,081
6,856 7,569 8,188 8,628

12,092 12,467
13,508

15,273
16,255

17,412

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（人）

精神障害者保健福祉手帳所持者数（左軸） 自立支援医療受給者数（右軸）

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」

介護保険給付費の推移

25,272 26,580 28,826 30,912 32,943 35,781

2,650 3,131
3,641 4,170 4,951

6,436
15,119 15,275

16,161
17,170

17,786
17,903

1,921 2,048
2,223

2,579
2,753

3,031

44,962 47,035
50,852

54,832
58,433

63,151

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24

（百万円）

居宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス その他

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」
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医療給付費（後期高齢者医療制度）の推移

74,152 
80,498 

86,854 
91,431 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 

80,000 

90,000 

100,000 

H21 H22 H23 H24

（百万円）

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」

介護予防の取組で実践していること

49.6%

42.4%

32.1%

24.5%

10.6%

2.7%

23.4%

9.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

バランスの良い食事

体操やウォーキングなどの運動

友人や近隣との交流（閉じこもらない）

口腔内のケア

地域の活動に参加

その他

特にない

無回答

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」
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介護予防の取組をしていない理由

32.2%

30.5%

17.3%

10.3%

9.2%

5.9%

9.5%

5.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

情報がない

（どこで何をやっているのかわからない）

自分には必要ない

やりたいと思うことがない

体力に自信がない

人と関わるのがおっくう

病気のため

その他

無回答

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」

介護が必要になった場合の暮らし方（一般高齢者）
今後の暮らし方（認定者）

36.3%

36.7%

13.9%

26.8%

9.3%

7.0%

7.7%

2.9%

4.1%

2.6%

3.3%

1.1%

0.8%

2.4%

11.1%

9.5%

13.5%

11.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般高齢者

n=2,522

認定者
n=1,805

主に介護

サービスを

利用して、

自宅で
暮らしたい

主に

家族の介護

を受けながら、

自宅で
暮らしたい

特別養護老人

ホームなどの

介護施設に

入りたい

少人数で

生活できる

介護つき

ホーム（住宅）
で暮らしたい

民間の

介護つき

有料老人

ホーム
に入りたい

病院に

入院したい

その他 わからない 無回答

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」

31



自宅以外で生活したい理由（一般高齢者）

64.0%

39.7%

30.6%

30.0%

19.1%

15.1%

11.6%

1.3%

0.7%

3.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

家族に迷惑をかけたくないから

緊急時の対応の面で安心だから

一人暮らしや高齢者のみの世帯で

自宅での生活に不安を感じるから

専門的な介護を受けられるから

家族が仕事をしているなど

介護の時間が十分にとれないから

介護のための部屋がない、

入浴しにくいなど住宅の構造に問題がある

自宅で受けられる介護サービスが不十分だから

その他

わからない

無回答

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」

特別養護老人ホームへの入所申込理由（入所希望者）
（複数回答）

45.3%

39.2%

31.0%

27.3%

21.6%

15.1%

6.5%

5.7%

14.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

専門的な介護を受けられて、

安心して生活ができるため

介護をしている家族の負担が大きいため

早めに申込をしておく必要があるため

今の生活を続けたいが、先々の心配があるため

介護者がいないため

病院や老人保健施設を退所する

時期が迫っているから

在宅では施設より金銭的な負担が大きいため

その他

無回答

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」
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主な介護者の介護上の負担感（認定者）

36.4% 39.3% 10.7% 4.6% 9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=1,805

いつも感じている 時々感じることがある 感じることはない わからない 無回答

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」

近所付き合いの程度

1.4%

2.3%

1.9%

1.6%

2.2%

1.3%

0.5%

0.2%

9.5%

10.6%

9.3%

8.9%

9.8%

11.4%

6.7%

10.2%

28.6%

24.1%

30.5%

25.7%

27.5%

30.1%

32.2%

30.7%

46.4%

47.9%

46.7%

44.0%

46.5%

45.9%

47.4%

46.6%

12.1%

12.9%

9.0%

17.8%

12.6%

9.8%

11.3%

10.2%

0.7%

0.9%

0.8%

0.8%

0.3%

0.8%

0.8%

0.7%

1.3%

1.4%

1.9%

1.3%

1.1%

0.8%

1.0%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

川崎市（n=2,676）

川崎区（n=349）

幸区（n=377）

中原区（n=382）

高津区（n=357）

宮前区（n=386）

多摩区（n=388）

麻生区（n=401）

家族のように親しくつきあっている 家に行き来したり、親しく話をする ときどき話をする程度

あいさつをする程度 ほとんどつきあいがない その他

無回答

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」
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近所付き合いや住民同士の交流について

地域で助け合う
ことは大切であ
り、そのために
もふだんからの
交流は必要だ

いざという時に

助け合いたい
ので、多少面
倒でもふだんか
ら交流しておい
た方が良い

困った時は当

然助け合うべき
だが、日ごろの
交流は面倒な
のであまりした

くない

地域での助け

合いは必要だ
と思わないが、
地域で交流す
ること自体は大

切だ

地域との交流

より、気の合っ
た仲間やグ
ループで交流
し、その中で助
け合えば良い

困った時は行

政などが支援
すべきで、地域
での助け合い
や日ごろの交
流は必要ない

その他 無回答

川崎市（n=2,676） 35.4% 26.8% 26.9% 1.6% 3.3% 2.2% 1.9% 1.8%

川崎区（n=349） 36.4% 25.2% 24.4% 1.4% 4.9% 3.2% 1.4% 3.2%

幸区（n=377） 32.6% 26.0% 29.7% 1.6% 2.9% 2.4% 2.7% 2.1%

中原区（n=382） 38.2% 25.7% 24.1% 1.6% 4.2% 3.7% 1.8% 0.8%

高津区（n=357） 33.3% 28.0% 28.3% 1.7% 2.5% 2.0% 2.2% 2.0%

宮前区（n=386） 36.5% 26.4% 28.0% 1.6% 3.4% 1.3% 1.0% 1.8%

多摩区（n=388） 34.0% 28.9% 26.0% 1.8% 3.9% 2.3% 2.1% 1.0%

麻生区（n=401） 36.4% 27.7% 27.7% 1.2% 2.0% 1.2% 2.0% 1.7%

「（仮称）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン（素案）」

34



【資料編】

国の資料からの抜粋

厚生労働省「税と社会保障改革の全体像」から抜粋
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厚生労働省「税と社会保障改革の全体像」から抜粋

社会保障審議会介護保険部会第４７回「認知症施策の推進について」から抜粋
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社会保障審議会介護保険部会第４７回「認知症施策の推進について」から抜粋
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社会保障審議会介護保険部会第４７回「認知症施策の推進について」から抜粋

厚生労働省「税と社会保障改革の全体像」から抜粋
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厚生労働省「税と社会保障改革の全体像」から抜粋
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平成20年

平成15年

平成10年

なるべく今まで通った（または現在入院中の）医療機関に入院したい なるべく早く緩和ケア病棟に入院したい

自宅で療養して、必要になればそれまでの医療機関に入院したい 自宅で療養して、必要になれば緩和ケア病棟に入院したい

自宅で最後まで療養したい 専門的医療機関（がんセンターなど）で積極的に治療が受けたい

老人ホームに入所したい その他

分からない 無回答

終末期の療養場所に関する希望

第２２回社会保障審議会医療部会（１０／２７資料）から抜粋
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厚生労働省「税と社会保障改革の全体像」から抜粋
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厚生労働省「税と社会保障改革の全体像」から抜粋

42



厚生労働省「税と社会保障改革の全体像」から抜粋
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